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研究成果の概要（和文）： 
多様な地域に居住する人々の生活機能を高めるための地域公共・福祉交通システムの構築方法

の確立を目指し、生活機能の特性及びシステム構築のあり方に関する研究を行い、生活機能に

影響する要因およびモビリティとの関連性について明らかにした。主な要因としては歩行能力、

マイカーの利用可能性、公共交通の利便性が抽出できたが、地域により現れ方に差異がみられ

た。さらに生活機能を考慮した地域公共・福祉交通システムの方法を示すことができた。 
 
研究成果の概要（英文）： 
The main purpose of this study is to develop the method of building public transportation 
system to enhance people’s well-being considering functioning. Through the process of 
achieving the main purpose, the characteristics of functioning and mobility in various 
study area including urban and rural areas were clarified. As a result, the ability of 
walking, the usability of household owned car and the level of public transportation service 
were selected as main factors influencing functioning. 
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１．研究開始当初の背景 
 研究代表者は、10 数年来、高齢者・障害者
等の移動困難者のモビリティの向上を促す
地域交通システムの構築に関する研究に取
り組んできた。その研究成果は、多くの自治
体におけるコミュニティバスの導入計画に
生かされた。しかしながら、現状においては、
いくつかの課題が新たに生じている。一つは、

広域市町村合併による既存の地域福祉交通
システム（主に、コミュニティバス/タクシ
ー、福祉バス、移送サービス）の統合・再編
という供給サイドからみた課題であり、二つ
目は急速な高齢化による新たな利用層(ドラ
イバーからの転換など)の増加や人口の減少
と偏在化といった需要サイド側からみた課
題である。 
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 第 1 の課題については、市町村合併により
地域公共交通サービスの集約化が進み、集約
化された地域拠点への効率的なサービス提
供方法を探ることが課題となる。第 2の課題
については、生活機能の確保・増進を目的に、
時代に対応した新たな需要層を掘り起こし、
効率的なサービス提供法を探ることが肝要
である。 
 
２．研究の目的 
 本研究における主な目的は以下の通りで
ある。 
 地域における公共・福祉交通サービスの

体系系的提供法について考察すること。 
 生活機能面からみた交通サービスの効

果把握の方法を構築すること。 
 活動・参加機能と背景因子との関連性に

ついて分析し特性を明らかにすること。 
 モビリティおよび施設密度と活動・参加

機能との関連性を分析し特性を明らか
にすること。 

 
３.研究の方法 
 
(1)公共・福祉交通サービスの体系的提供法 
①交通サービス提供に向けたアプローチの
仕方 

従来の地域交通サービスの提供は、利用者
/住民本位というより、果たしてこのバス事
業は成り立つかどうかといったように事業
者本位であった。需要として顕在化したもの
がすべてであり、それが結果でもあった。こ
こでは、地域交通サービスは、人々の"福祉"
の向上に資するものとの原点に立ち、人本位
で考えることにし、次のアプローチを取る。 
 ステップ1：人々の「生活機能」確保の視

点から地域交通における交通サービス
水準を考える 

ステップ2：人々の「身体機能」からみた交
通サービスの提供方法を考える 

ステップ3：生活機能確保と身体機能の特
性の両面からみた地域交通システムの
構築方法を考える。 

 
②生活機能確保の視点からの交通サービス
水準 
人間発達の階層性 

日々の生活を通して、人は成長し発達する。
今、「生命を守り、健康を維持・増進し、自
らを成長・発達させ、立派な社会人となる」
を人間像と仮定した場合、下記のフェーズを
段階的に考えることができる。 

フェーズ1：生命を守る 
フェーズ2：健康を維持、増進する 
フェーズ3：暮らしを維持する 
フェーズ4：社会生活を営む 
フェーズ5：成長・発達に貢献する 

  
(2)交通サービスの効果把握の方法 
人間発達の階層性を考慮し想定した人間

像、つまり「生命の保全を基礎に、つづいて
暮らしを維持し、さらに健康・文化活動の増
進を図り、ひいては人間の成長・発達を行う」
という像を念頭に、「生命の保全」「暮らしの
維持」「健康・文化活動の増進」の 3 つのフ
ェーズにこれらの 8機能を振り分けた(表-1)。 
 

表-1 フェーズ別活動・参加機能 

 
 
(3)活動・参加機能と背景因子の関連性分析 
活動・参加機能の得点化の方法は、美作市、

西淀川区では、アンケート調査において、各
外出目的の達成状況を「容易にできる」、「で
きるが大変」、「できない」の 3つのレベルで
質問をし、それらをそれぞれ 4 点、1 点、0
点と得点化した。千里丘地区、箕面森町の調
査では、活動・参加機能の達成状況をより詳
細に把握するため、活動・参加機能の項目を
「容易にできる」、「できる」、「やや大変だが
できる」、「できるが大変」、「できない」の 5
つのレベルで質問をした。そして、それらを
それぞれ 4点、3点、2点、1点、0点と得点
化した。 
 
(4)モビリティおよび施設密度と活動・参加
機能との関連性分析 
モビリティについては人のモビリティに

ついて分析し評価することを目的としてい
るため、モビリティの定義を人と利用可能な
交通手段の要素から構成し、「自宅から使用
可能な交通手段を使用し、T 時間以内で無理
なく（休憩も入れて）到達できる最大距離」
とした。また、車の燃料費、公共交通機関の
料金負担、同乗を依頼するときの心理的な負
担を考慮し、モビリティを定義することがで
きるが、ここではアンケートデータの制約上、
モビリティ A をもとに「自宅から利用可能な
交通手段を用いて、T 時間以内で到達できる
最大距離」と定義し計測することにした。そ
して、移動時間（T）は 30 分とした。また個

主要な
生活領
域 

生命の保全 ①買物 ②通院

暮らしの維
持 

③市役所･銀行など
での用事 ④理髪･
⑤仕事･通勤･ボラ
ンティア 

ｺﾐｭﾆﾃｨ
ﾗｲﾌ/社
会生活
/ 市 民
生活 

健康・文化
活動の増進

⑥家族や友人など
との面会 ⑦習い
事･生涯学習･通学
などの文化的活動
⑧散歩･体操などの
健康づくり 



 

 

人が利用可能な交通手段は、アンケートデー
タで質問した「日常生活で普段使用する移動
手段」において回答した移動手段とした。 

そして、利用可能な交通手段の選択肢とし
ては、徒歩、自転車、自動車(バイクを含む)、
バス、電車の 5つとした。そして、これらの
交通手段のうちから各人が利用可能な交通
手段をアンケート結果を用いて判断した。こ
のようにして抽出された利用可能な交通手
段別にモビリティを算定するとともに、これ
らの交通手段別モビリティの最大値を最大
モビリティとした。 
 施設密度については、各地区における生活
関連施設(表-2)を抽出し、これらの数を計測
し面積当たりの密度として求めた。 
 

表-2 活動・参加機能に関連する生活施設 

活動・参加機能 施設 

生命 
①買い物 

スーパー，コンビニ，

個人商店 

②通院 病院，診療所 

暮らし 

③市役所・銀行・

郵便局での用事 

市役所，支所，銀行，

郵便局，農協 

④理髪・美容 理髪店，美容院 

⑤仕事・通勤・ボ

ランティア 
飲食店，農園，工務店

健康・

文化活

動 

⑥家族や友人と

の面会 
  

⑦習い事や生涯

学習・通学 
学校，公民館，集会場

⑧散歩・体操 スポーツ施設，公園 

 
 
４．研究の成果 
 
(1) 地域における公共・福祉交通サービスの
体系的提供法 
 本研究で示した方法によりQOLの視点から
みた各人の目標とする交通目的別の交通サ
ービス水準の求め方を示すことができると
ともに、各人の身体機能に応じた利用可能な
交通手段の特定の仕方を示すことができた。
この成果をもとに、最終的に地域における交
通手段別交通サービス供給計画の策定に至
る概略的なプロセスを以下に示す。 
1） 各人の交通サービス水準の目標設定がで

きた後は、交通目的別トリップを時空間
上に落とし、 

2） 利用可能な交通手段を抽出し、交通手段

別にこれを一定期間の間(一週間、一月、
一年といった単位)で集計する。 

3） 続いて、対象地域全員について同様のこ
とを行い、 

4） 交通手段別に集計化を行う。 
5） 最後に、この交通手段別に需要にマッチ

したサービスの供給計画(路線ダイヤ固
定型、フレキシブル・デマンド型、ドア・
ツー・ドア型などにおける路線、ダイヤ、
料金、頻度など)を策定する。このとき、
交通手段の適正分担関係、サービス供給
主体、財源計画など検討する事項は多い。 

 
(2) 生活機能面からみた交通サービスの効
果把握の方法 
①活動・参加機能の達成状況～美作市をケー
ススタディとして 
個人の活動・参加機能の達成状況を、美作

市をケーススタディ地域として選び、その地
域の市民を対象に把握するとともに、これら
の機能の達成状況の差異に与える要因につ
いて考察する。 
 

活動・参加機能の達成状況の把握 
 アンケート調査では、活動・参加機能とし
て、表-1に示す8項目を対象として、これら
の機能の達成状況を、これらの機能を達成す
るための外出が、「容易である」「できるが大
変」「できない」の三択のうちのいずれかに
該当するものとして把握した。つづいて、「容
易である」を4点、「できるが大変」を1点、「で
きない」を0点として得点化した。なお、「容
易である」を4点にした理由は、「できるが大
変」との間に、「できる」「やや困難であるが
できる」程度の段階があることを意識したた
めである。このように得点化した後、各フェ
ーズを10点満点に換算して、各フェーズの得
点についていくつかの要因との関連で分析
することにした。 
 活動・参加機能8項目すべてに回答したサ
ンプルは898となった。これらの人を対象と
した得点の平均値と標準偏差を表-3に示し
た。 
 

表-3 各活動・参加領域の得点 

フェーズ 平均 標準 
偏差 

生命の保全 8.2 3.3 

暮らしの維持 8.0 3.3 

健康・文化活動の増進 7.5 3.5 

合計 7.9 3.1 

 
 
活動・参加機能得点に関する数量化I類分析
の方法 
 表-3に示す合計得点を含めた4種類のフェ
ーズの得点を従属変数とし、説明変数として



 

 

次のようなものを抽出し、数量理論I類によ
り分析を行うことにした。説明変数としては、
年齢、性別、職業、暮らし向き、自力歩行距
離、介助の必要性、補助具の有無、自動車の
利用可否、バス停までの距離、居住地区の10
種類を抽出した。 
 
分析結果 

各アイテムの被説明変数への寄与度を偏
相関係数より判断すると、従属変数に各フェ
ーズの得点を用いた4種類のモデルとも高い
順に、車の利用可否、自力歩行距離、居住地
区、暮らし向き、バス停までの距離となった。
そして、車の利用可否、自力歩行距離のレン
ジの幅も広く、人々の活動・参加機能の低下
はこの2つの要因によって、より強く支配さ
れることが判明した。さらに、居住地区は3
番目に強い要因となり、地区固有の差異、こ
れには商店、病院、行政・金融などの施設の
立地状況やサービスの内容、バス停までの距
離では表されないバスの本数、運行時間帯、
料金などの交通サービス水準などが関係す
ると思われるが、これらの差異も活動・参加
機能に影響していることが推測できた。 
 

(3)活動・参加機能と背景因子の関連性分析 
①活動・参加機能得点の平均値の比較 
 各地域における活動・参加機能の得点の平
均値を表-4に示した。美作市は西淀川区より
も活動・参加機能の達成状況が低く、箕面森
町は千里丘地区よりも活動・参加機能の達成
状況が低いことがわかった。 
 

表-4 活動・参加機能得点の比較 

  美作 
西淀
川 

千里
丘 

箕面

総合 7.9 8.6 8.8 6.7 

生命 8.2 9.0 9.0 7.0 

暮らし 8.0 8.7 8.7 6.3 

健康・文
化 

7.4 8.0 8.6 6.9 

 
 
②活動・参加機能得点と個人要因との関連性
分析 
 活動・参加機能得点に影響を与える個人要
因を把握するために、要因別に活動・参加機
能得点の平均値の差の検定を行った。得られ
た主な結果は、以下の通りである。 
 身体機能が低下するに連れて活動・参加

機能も低下する。 
 美作市，西淀川区，千里丘地区において

居住地区という要因が活動・参加機能の
達成状況に影響を与えている。 

 バス停または駅までの距離が、活動・参
加機能の達成状況に影響を与える。 

 バスなどの交通手段の利用の有無が、活

動・参加機能の達成状況に影響を与えて
いる地域がある。 

 地域によって活動・参加機能に影響を与
える要因が異なるとともに、その要因が
活動・参加機能に影響を与える度合いも
異なる。 

 
③数量化理論Ⅰ類分析の結果 
 表-5 に各地域において抽出された主な要
因(偏相関係数のp値が1％で有意)を示した。
これより美作市や箕面森町といった公共交
通不便地域では自動車の利用可否、つまりマ
イカーを自分で運転できるかどうかが主な
要因であり、西淀川区や千里丘地区といった
鉄道サービスの比較的良好な公共交通利便
地域では、駅までの所要時間といったアクセ
スの利便性が主な要因であることが分かっ
た。また、両地域に共通な要因としては、自
力歩行距離、つまり自分の力でどれだけ歩け
るかが主な要因であることがわかったが、居
住地区も主要因として抽出された。 
 

表－5 主な要因の地区別比較 

順

位 

美作 西淀川 千里丘 箕面 

1 自 動 車

利 用 可

否 

自 力 歩

行距離 

自 力 歩

行距離 

自 動 車

利 用 可

否 

2 自 力 歩

行距離 

駅 へ の

所 要 時

間 

居 住 地

区 

暮 し 向

き 

3 居 住 地

区 

年齢 介 助 の

有無 

－ 

4 暮 し 向

き 

居 住 地

区 

職業 － 

5 年齢 － 駅 へ の

所 要 時

間 

－ 

6 バ ス 停

ま で の

距離 

－ 年齢 － 

 
 
(4)モビリティおよび施設密度と活動・参加
機能との関連性 
①最大モビリティの算定結果 
 地域別の全体に着目すると、高い順に美作
市(18.0km)、千里丘地区(15.4km)、箕面森町
(14.4km)、西淀川区(9.3km)となった。これ
より公共交通の発達している都市部の西淀
川区では最大モビリティは低く、自転車が最
大モビリティを示すケースが多いと推測で
きる。また千里丘地区では電車利用が多いた
めにモビリティは高い。一方、美作市は過疎
地域であり自動車に依存しているためモビ
リティは高い。箕面森町もモビリティは美作
市より若干低くなるが同様の傾向である。加



 

 

齢による傾向では、概ね後期高齢者とそれ以
外でモビリティに差が現れた。特に美作市と
西淀川区で差異が顕著であった。 
 
②最大モビリティの交通手段別構成 
 各地域別の最大モビリティを示す交通手
段の構成を求めた結果より、全体に着目する
と、美作市、箕面森町では自動車が占める割
合が 95～97％とほとんどを占めることが分
かった。一方、モビリティの低い西淀川区で
は、自動車が最大で 48%、つづいて自転車 23%、
電車 22%となった。また公共交通利便地域の
千里丘地区では、電車が 55%と最も高く、次
に自動車 37%になった。 
 
③活動・参加機能得点とモビリティ，施設密
度との関連性分析 
重回帰分析の方法 
 ここでは前節までに求めたモビリティお
よび施設密度と活動・参加機能との関連性を
把握するため、ケーススタディ地域とした 4
地域における活動・参加機能に関する総合、
生命の保全、暮らしの維持、健康・文化活動
の増進に関する各得点を目的変数とし、説明
変数として各モビリティおよび生活関連施
設密度を採用した場合の重回帰分析を行っ
た。 
 
重回帰分析の結果～モビリティを個別モビ
リティとした場合 
 個別モビリティ（徒歩(X1)、自転車(X2)、
自動車(X3)、バス(X4)、電車のモビリティ(X5)）
を採用し、前項と同様の重回帰分析を行った。
結果を表-6に示した。なお、生活関連施設密
度は X6とした。説明力の高いモデルがすべて
の地域において得られたが、バスや電車、生
活関連施設密度は重要な要因としては抽出
されなかった。 
 

表-6 重回帰分析の結果(2) 

地域 重回帰モデル 

Y=0～10，X1～X5=km,  

X6=数/km2 

美作 Y=4.35X1+0.121X2+0.181X3+0.31

X6-3.71 

X1,X2,X3の係数=1%有意、 

X6の係数=5%有意 

西淀川 Y=2.38X1+0.0815X2+3.85 

X1=1%有意、X2の係数=5%有意 

千里丘 Y=7.81X1+0.781X3-4.34 

X1=1%有意、X3の係数=5%有意 
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